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区市町村の小中学校の
給食費無償化へ
　区市町村の小中学校の給食費の無償化について、国に
おいて無償化の制度が実現するまでの間、区市町村に対
して、最低でも２分の１の助成を 2024 年４月より実施す
べきと提案。知事は「要保護世帯の給食費の免除につい
ては国がその２分の１を負担していることを参考に、予算
編成の中で具体的に検討していく」と答弁しました。

　区市町村の小中学校の給食費の無償化について、国に
おいて無償化の制度が実現するまでの間、区市町村に対
して、最低でも２分の１の助成を 2024 年４月より実施す
べきと提案。知事は「要保護世帯の給食費の免除につい
ては国がその２分の１を負担していることを参考に、予算
編成の中で具体的に検討していく」と答弁しました。

　都議会公明党が提案した所得制限を撤廃した都立・私
立の高校授業料実質無償化について、都立大学も含め
2024 年４月から実施することを知事が表明。その上で都
議会公明党は、当初より平均授業料までは納付しない仕組
みとすべきと提案。知事は「来年度予算編成の中で具体化
を図り、授業料納付の仕組みについては、関係者との調整
等、課題を整理していく」と答弁しました。

　都議会公明党が提案した所得制限を撤廃した都立・私
立の高校授業料実質無償化について、都立大学も含め
2024 年４月から実施することを知事が表明。その上で都
議会公明党は、当初より平均授業料までは納付しない仕組
みとすべきと提案。知事は「来年度予算編成の中で具体化
を図り、授業料納付の仕組みについては、関係者との調整
等、課題を整理していく」と答弁しました。

所得制限を撤廃した高校授業料の
実質無償化が実現
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消費を喚起するポイント還元事業の実施を

中小企業特別高圧電力・工業用LPガス
価格高騰緊急対策事業 16億円

継続

221億円
総額

特別養護老人ホーム等
物価高騰緊急対策事業　 12億円

継続

障害福祉サービス事業所
物価高騰緊急対策事業 2億円

継続

都議会公明党の緊急要望による補正予算

暮らし向き向上緊急サポート事業 100億円
新規

介護サービス事業所
燃料費高騰緊急対策事業 3億円

継続

障害者支援施設等
物価高騰緊急対策事業 3億円

継続 医療機関等
物価高騰緊急対策事業 31億円

継続保育所等
物価高騰緊急対策事業

継続
12億円

薬局
物価高騰緊急対策事業 7,000万円

継続
16億円
継続運輸事業者向け

燃料費高騰緊急対策事業
公衆浴場向け
燃料費高騰緊急対策事業 5,000万円

継続都立学校における
学校給食費支援事業 7,000万円

継続

新聞でも都議会公明党の取り組みが
報道されました

（12月 5日付・読売新聞）

家庭等に対するLPガス
価格高騰緊急対策事業 23億円

継続
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　都議会公明党は、補助基準額の設定において、都単独の補助
に踏み切るとともに、ある程度の機能の高さを有する補聴器の
購入を想定するなど手厚
く補助を実施すべきと提
案。都は「今後、補助の
仕組みを検討するなど施
策の充実を図っていく」
と答えました。

　働き方改革の本格実施に際し、建設や物流等の中小企業が労
働時間の削減などを図る場合は、それに要する設備改善や機器
導入への補助の強化を図る
べきと主張。都は「倉庫内
の品物を自動でトラックに
積む機械の導入など業務効
率の向上と省力化に役立つ
取り組みへの支援に力を入
れる」と答えました。

農業を体験できる
農園の開設支援を

　身近な場所でプロの農業者の指導が受けられる農業体験農園
の期待が高まっています。新たな農業の担い手を確保するため農
業体験農園を開設する自治体や民間事業者に、農地の造成費など
を都が支援すべきと主張。都は
「自治体や民間の事業者が生産
緑地を借りて農園を開設し、地
域住民の利用につなげる取り組
みに係る整備等へのサポートに
力を入れる」と答弁しました。

　70 歳以上の高齢者が利用できるシルバーパスの費用負担は、
現在、住民税非課税者が年間 1,000 円、住民税課税者が２万
510 円です。都議会公明党は、高齢者の社会参加を促進するた

め、住民税課税者も非課税者
と同等の安い費用負担にする
べきと提案。知事は「制度の
検討に当たっては東京バス協
会との調整など整理すべき課
題があると認識している」と
答弁しました。

建設や物流等の
働き方改革への支援強化を

シルバーパスを安い費用負担に
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　社会的孤立に悩む若者にとって、夕方から夜間にかけての居
場所づくりが重要です。居場所を必要とする若者が夜の時間を

安心して過ごせる場を、トー横を
はじめ都内各所に設置するべきと
主張。都は「新たに立ち上げる予
定のトー横の相談窓口において、
居場所を提供しているNPO等とも
連携し、青少年が安心して立ち寄
れる場を提供する」と答えました。

子ども・若者が安心して
過ごせる夜の居場所の設置を

保育職の賃金増と研修受講支援を
　都議会公明党が推進する就労の有無に関わらない保育の仕組
みへの転換のためには、保育職の確保と育成が重要です。この
ため、都独自に補助金を給付し、賃金増を図るとともに研修受

講をすすめ、その際には代
替要員の確保に要する費用
を都が補助すべきと主張。
都は「技能・経験に応じた
処遇改善が実現できるよ
う、必要な支援策を検討す
る」と答弁しました。

　現在、入居後に世帯人数が増えた場合、2.4 畳ルールがあり４
人家族でも3DKの住戸に変更できません。しかし多摩地域では、
公募で２人世帯が 4DK の住戸に入居できるという不公平な状況
が生まれています。変更基準を公募による新規入居の際の「あっ
せん基準」等と見合うようにすべきと主張。都は「建替えに伴
う移転や公募により新規入居する世帯と同じ広さや間取りに住

宅変更できるようにする」と答弁しました。
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　顧客などから理不尽な要求やクレームを突きつけられるカスタ
マーハラスメントの対策は、全国最多の第三次産業従事者と顧客
を抱える東京が対策を急ぐべ
き課題であり、条例制定に早
期に着手するべきと主張。知
事は「専門家等による議論の
内容を踏まえ、適切な対応の
あり方について検討していく」
と答弁しました。

カスタマーハラスメント
防止条例の制定を
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加齢性難聴の
さらなる支援の強化を

都営住宅の住宅変更基準の改善を
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※基準に該当する方については、令和５年度
中に住宅変更が可能になります。問い合わ
せは、JKKの各窓口センターまで。




